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日本林業衰退の最大の理由は、戦後の復興特需と特需による材価の高騰などにより、成長量を上回る伐採が進み、資源の枯渇を招いたため。（持続可能でなかった）
本来、林業は重くてかさばる割に単価が低いという商品特性から、資源に近いところに絶対的な競争優位性がある。本来やるべきことをやれば、国産材は外材に対する優位性を発揮できるはず。
戦後の植林から50年を超える森林も多くなり、いよいよ利用段階に入ることから、日本林業はまさに、本来の優位性を回復できる地位を獲得しつつある。日本の森林の蓄積、成長量からして、年間5,000万㎥の木材生産が必要であり、その可能性は膨大。
＜林業を起点とする木材関連産業＞
・一次加工：木材を加工する製材や製紙　・二次加工：木材を利用する家具や住宅
・バイオエネルギー　・これらに付随するサービスの需要
このように産業の裾野が広いのが特徴。　→林業再生は疲弊が深まる地域経済にとって大きな希望を与える。
＜森林・林業再生プラン＞
2009年12月政権交代直後の民主党が森林・林業再生プラン基本方針を策定。
以降、農林水産省に設置された森林・林業再生プラン推進本部のもとに５つの検討会を設けて、１０ｶ月にわたり述べ８０回を超える会合で議論された。
2010年11月に農林水産省より発表。
2010年6月に民主党政権が発表した新成長戦略「21世紀の日本の復活に向けた２１の国家戦略プロジェクト」の一つ。
○林業の今の問題
持続的な森林経営を構築するビジョンや、そのために必要な実効性のある施策や実行体制を確立せず、森林所有者に対する働きかけが十分でなかったこと、これにより施業集約や路網整備、機械化の立ち後れによる林業採算性の低下、森林所有者の林業に対する関心の低下という悪循環に陥っている。
○再生プランが目指すところ
①複雑で形骸化していた森林計画制度を、施業集約を前提として路網整備と間伐を一体的に進める計画制度へと抜本的に改めるとともに、現場に使いやすい制度とすること。
補助金もこれに合わせ抜本的に改め、大幅に簡略化するとともに、施業集約と路網整備を一体的に進めることを補助金の条件とする。
　②森林所有者サポートの担い手として、森林組合の抜本改革を図る。森林組合が本来の業務に特化することが不可欠であるため、本業優先のルール（公共事業ではなく、組合員のための業務を優先すること）が明確化され、不透明だった会計制度も改め、森林組合の実態をわかりやすくする。
　③林業再生の喫緊の課題である担い手の育成。森林所有者をサポートする森林管理の専門家や、現場で間伐作業・路網開設をする技術者には高度に専門的な知識や技術力・
経営力が要求される。　→2011年度から包括的な人材育成がスタート
これらの施策を段階的かつ着実に進め、安定した木材生産体制を構築し2020年までに木材自給率50％（木材生産量1800万㎥→4000万㎥～5000万㎥）を目指す。
　　＊2009年の自給率は27.8％
自給率50％は、いわば適切な森林整備を進めた結果としての目標値であって、自給率そのものが目的ではない。
○木材需要拡大に関する行政の役割は、制度面のバックアップ。
　2010年5月　「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」
　農水省、国交省共管で成立。
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